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不完全な公共財としての国際援：助

千明　誠・深尾京司

1．はじめに

　最近のアメリカ大統領（予備）選挙における，

保守派，リベラル双方からのブッシュ政権批判』

にみられたように（例えばPatric　Buchananの

孤立主義の主張），今後日本・米国・欧州の間

で，負担分担（burden－sharing）問題が，ますま

す重要になるものと思われる．従来この分野で

は，国防や国際援助等の国際公共財支出の対

GNP比を各国で比較し，例えば，日本はただ

乗りしているといった議論がされてきた1》．し

かし，Islam（1991）も指摘するように，各国の

国防支出は第1にその国自身の利益のために行

われているこ’ ﾆを忘れてはならない2）．このこ

とは援助についても成り立つだろう．高いタイ

ド化率や，貿易関係の密接な途上国や旧植民地

に集中して援助が行われるといった援助国の行

動が示すように，援助は単に途上国の貧困の解

消といった利他的な動機のみにもとづいて行わ

れているとは考えにくい．このように，ある国

にとって国防や国際援助は，公共財としての側

面と同時に私的財としての側面をも合わせ持っ

ていると考えられる．

　このことは，公共財の理論でいえば，国防支

出や国際援助は不完全な公共財（impure　pub－

lic　goods）とみなすべきであることを示唆して

いる．ここで，不完全な公共財とは，公共財の

満たすべき2つの条件，排除不可能性と使用の

向時性を完全には満たさない財のことである．

国際援助の場合，例えば先進国全体の援助によ

って国際秩序が安定化され，その利益を先進国

全体が同時に享受する場合，あるいはどの国が

援助したかに関わらず援助による途上国の貧困

の緩和により，朱進国の利他的な国民の満足が

倫理的な理由によって高まるといった場合には，

援助は純粋公共財（pure　public　goods）と考え

られよう．そのような状況では，先進国の国民

の効用は世界全体の援助総額にのみ依存し，自

国の援助額には依存しないであろう．

　これに対し，単に援助が自国の輸出振興や資

源確保等の重商主義的な目的や，自国にとって

特に戦略的に重要な途上国との政治関係維持の

目的のために行われたり，または自国が援助す

るという行為自体により自国民が満足を得ると

いった場合には，援助は私的財と考えられよう．

そのような状況では，先進国の国民の効用は自

国の援助額にのみ依存し，世界全体の援助総額

には依存しないであろう．

　先に述べたように現実の国際援助は，これら

2つの側面を合わせ持つと考えられるので，不

完全な公共財とみなすことができる．不完全性

（impureness）の度合は2つの側面のウェイト

に依存する．そのような状況では，先進国の国

民の効用は，世界全体の援助の総額だけでなく，’

自国の援助額や特定の他国の援助額にも依存す

ることになる3）．

　各国の国際公共財供給が，どの程度不乱全な

公共財としての性格をもっているか，またどの

ようなメカニズムで決められてきたか，という

点について答えることなく，単にその支出の対

GNP比を国際比較することは，いたずらに国

際間に誤解を生み出すものと考えられる．また

今後，国際公共財の負担について先進国間で交

渉・調整をする必要性が高まると予想されるが，

どのような交渉・調整のメカニズムが望ましい

かを構想する上でも，この問題は重要である．

　公共経済学の理論に基づいた国際公共財供給

についての分析は，従来NATO（the　N　orth
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表1アンタイド化率
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（単位％）

総ODA 2国間ODA

・97㍗1ｿ6・97俳1響6
オーストラリア　　　45

オーストリア　　　　83

ベルギー　　　　　　31

カナダ　　　　　　　33

デンマーク　　　　　　　53

フィンランド　　　　56

フランス　　　　　　31

（西）ドイツ　　　　　51

イタリア　　　　　　60

日本　　　　　　　　32

オランダ　　　　　　33

ニュージーランド　　8

ノノレウェー　　　　　　78

スウェーデン　　　　　85

スイス　　　　　　　51

イギリス　　　　　　20

アメリカ　　　　　　22

DAC平均　　　　　34
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原資料：　OECD，加％勿彿θ”’Oo－o勿短莇。η各号．

aイギリスとニュージーランドの1973年の値は過小評価

　されているかもしれない．これは，IDAの大部分が「その
　他」の項目に含まれているためである．

b　データが2国間と多国間に分かれて報告された最初の年．

c　オーストリア，フランス，スイスは1985年のデータのみ．

出所：　Knleger他（1989）．

Atlantic　Treaty　Organization）における負担

・分担をめぐって行われてきた4｝．一方，援助に

ついては，従来はアンタイド化率（表1参照）や，

援助相手国選別のかたよりにもとづいて，援助

国の利己的な意図が推測されてきたのにとどま

り，その国際公共財としての側面は十分に分析

されてこなかったように思われる5｝．

　本稿では，OECD（the　Organization　for　Eco－

nomic　Cooperation　and　Development）のDAC

（the　Development　Assistance　Committee）加

盟国の国際援助に関する行動方程式を推定する

ことにより，援助における私的利益追求の程度

を計測することをめざす．この計測を行うため

には，まず前もってDAC内での各国負担がど

のようなメカニズムで決められているかに答え

ておく必要がある．あるグループ内での公共財

負担の決定メカニズムとしては，代表的なもの

として，各主体が他者の公共財支出を決めるナ

ッシュ・クールノー（Nash・Coumot）均衡と，

各主体が公共財から得る限界効用を正しく申告

し，それに応じて負担を負うことにより，協調

的にパレート最適な資源配分が達成されるリン

ダール（Lindah1）均衡がある．次節ではまず，

この2つの均衡のうちいずれによってDAC内

での援助支出が決っているかを，実証分析する．

この結果にもとづき第3節では，国際援助にお

ける私的な利益追求の程度をDAC加盟各国に

ついて計測する．最後に第4節では，本稿から

得られた結論を要約し，今後の課題について述

べることにする．

2．ナッシュ・．クールノー均衡か

　　　　リンダール均衡か

　Sandler　and　Murdoch（1990）は，　NATO内

での公共財の負担が，ナッシュ・クールノー均

衡とリンダール均衡のどちらのメカニズムで決

まっているのかを実証研究した．彼らも述べて

いるように，この手法は広範囲の公共財の問題

に適用することができる．われわれは彼らの手

法を使って，DAC加盟国の援助負担の決定問

題を分析することにする．本節では，まず理論

モデルを提示し，次に具体的な実証分析の手順

について説明する．

　モデル

　まず援助行動がナッシュ・クールノー均衡に

従っている場合を考えてみよう．この時各国に

おける援助の決定メカニズムは次のように定式

化することができる．ゴ国の代表的個人は他国

の援助Σ妨を与件として消費αと援助銑を
　　　ゴキヴ
選択するものとする．

　　　　聡・〈細雪紛＋紛・・）

ただし次の制約に従う．．

　　　　　　　Cゴ十銑＝〃f

（1）

ここで，Σ紛＋銑はゴ国の希望する全援助であ
　　　ゴキご
り以下ではXfで表すこととする．

Xゴ＝Σ紛＋」ぴげ
　　ゴ幸∫

また，齢，αはそれぞれ国民総生産と援助対象国

の経済状態を表わすパラメータである．αにつ

いては，



　　　　　　　　∂2πご
　　　　　　　　　　　く0
　　　　　　　　∂α∂銑

と仮定する．

必要性はうすれることを意味する．
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　　　　　　　　つぎに各国の援助行動がリンダール均衡に従

　　　　　　　っている場合を考えよう．この時，各主体は公

これはαが高くなるほど援助の

　効用関数に自国が希望する全援助Xεだけで

なく自国の援助銑が単独で入っているのは，

援助が純粋公共財ではなく私的財としての側面

をも持つ不完全な公共財であることによる．第

1節でも述べたように，援助支出の純粋公共財

としての側面は，援助により途上国の経済厚生

が高まることによって，国際秩序の安定化や利

他的（人道的）な理由により先進国の国民の満足

が高まるといった点が挙げられる．私的財とし

ての側面は，輸出振興や資源確保等の重商主義

的理由や戦略的理由，あるいは援助という行為

自身からの満足等，様々な理由が考えられる．

アメリカの外圧により日本が援助するといった

状況も，見かけ上は不完全な公共財と同様の日

本の援助パターンを生み出す可能性が高い．

　また，ここでは簡単化のために消費財と援助

資源の間の相対価格は一定（一1）と仮定してい

る．

　Σ紛＋銑＝Xl・という関係を用いると，最適
　ゴキぎ

化問題は次のように書き改められる．

　　　　礪・仏x謁騒・・）
　　　　ε．‘．

ただし次の制約に従う．

cご＋Xf＝〃，＋Σ∬，

　　　　　　ゴ幸f

（2）

従って，効用関数に関する通常の仮定の下で

（Sandler　and　Murdoch　p．882参照），　Xにつ

いてのナッシュ・クールノー型供給関数として，

　　　　x－x（　十　　十　　一〃汁Σ必，，Σ』σ，，α　5‡f　　’‡ゴ）（・）

が導出できる．なお援助が純粋公共財であり

（1）式の効用関数が銑に依存しない場合は，擁

＋Σ妨とαが一定のもとでΣ妨が増えた時
　’串ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ牟ご

（すなわちΣ紛の増加を相殺するように〃fが
　　　　　ゴれ
減る時），最適なXゴは変化しないことに注目し

よう．このことは（3）式の供給関数はΣ紛に
　　　　　　　　　　　　　　　　　タキご
依存しなくなることを意味する．（すなわち，

∂Xノ∂Σ妨＝oとなる）6）．
　　’‡ゴ

共財の限界効用∂ガ／∂X・を正しく申告し（これ

をθfとあらわす），θf瓦だけの公共財支出を行

う傷＝θごXf）．世界全体の公共財支出は，すべ

ての国についてのθfの和が公共財供給の社会

的コスト（われわれのモデルでは1）に等しくな

・・うに決め・れ・（勲一・ア’

　　　　　　　　　　　　　　カ　　　銑二θfXゴ　　ただし，Σθゴ＝1
　　　　　　　　　　　　　　f＝1

　この均衡における，ゴ国の代表的個人の最適

化問題は，次のように書き表される．

　　　　　max％f（Cf，θfXl，　Xl・；α）　　　　（4）

　　　　　c‘，x♂

ただし次の制約に従う．

　　　　　　　Of十θ謁＝齢

先ほどと同様に効用関数に関する通常の仮定の

下で，Xについてのりンダール型供給関数と

して，

　　　　　　　　　　十　一　一
　　　　　　X・＝．瓦・（〃f，θごμ）　　　　　　　　　（5）

が導出される．援助が純粋公共財の場合，効用

関数は躍f（一θfXゴ）に依存しないが，（5）式と同

様な供給関数が導出される．

　実証手順

　実証分析の対象とした国は，DAC加盟国の

うちオーストラリア・オーストリア，ベルギ

ー・カナダ・デンマーク・フランス・ドイツ・

イタリア・日本・オランダ・ノルウェー・スウ

ェー fン・スイス・イギリス・アメリカの15

ケ国である．1989年時点でDACに加盟してい

るアイルランドについては，1970年からの援助

データが存在しない．またフィンランド・ニュ

ージーランドについては，後にみるように実証

に必要なデータの中のグラント・エレメントの

データが1972年以前では入手できなかった．

従ってこれらの国々は分析対象から除外した．

アイルランド」フィンランド・ニュージーラン

ドの3ケ国がDAC全体の援助に占める割合は

非常に小さいので，このことは分析上大きな問

題とはならないであろう．分析の対象とした国

についても，1970年以前のグラント・エレメン
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トのデータは入手することができなかった．そ

こでサンプル期間は1970年から1989年までと

することにした．

　各国の援助額は15本の援助供給関数からな

る同時方程式体系によって決定される．供給関

数の形状は未知であるが，Sandler・Murdoch

に従い対数線形式を仮定して推定を行うことに

する．

　まず，各国の援助行動がナッシュ・クールノ

ー均衡に従っているとした場合，推定に用いる

モデルは次の通りである．

　　ln　DAG＝βゴ。＋βゴ、　ln　FULLINCκ

　　　　　　　　＋βゴ21n　SPILL泥

　　　　　　　　＋βゴ31n　LDQ＋ε㌦　　　　（6）

ただし，添字のゴは国（ゴ＝1，…，15）を，’は期

間（’＝1970，…，1989）を，1nは自然対数を，β

は未知のパラメータ，εは誤差項をそれぞれ表

している．

　　　　　　　　　　　　　　　
　DAC‘は各国の援助の合計Σコじんである．援
　　　　　　　　　　　　　ゴニゴ
助額としては，ODA（o伍cial　development

assistance）にグラント・エレメントを掛けて

その純額を求め，これを用いることにした．同

様に，SPILL，はゴ国以外の国の援助の合計

Σ灘5fである．　FULLINGごはゴ国のGNPと
ゴキゴ

他国の援助の合計GNPκ＋Σ諏を表している．
　　　　　　　　　　　　タキゴ
　LDCごは援助対象国の経済状態を表す変数で

ある．LDqとしては，途上国の1人当たり

GNPやその成長率などいくつかの変数が考え

られるが，ここでは途上国の1人当たりGNP

を用いることにする．なお，すべてのデータは

ドルに換算し，アメリカのGNPデフレータで

デフレートしたものを用いる．

　理論モデルから明らかなように，援助が純粋

公共財である場合はその供給は先進国全体の援

助額に依存し，自国以外の国の援助額の合計に

は依存しない．従って，（6）式より得られた推

定量βfを用いて，援助が純粋公共財であるの

か，あるいは不完全な公共財であるのかについ

て，次のようなテストを行うことができる．

　　　　　　　1ん：βご2＝O

　　　　　　　H・：βご2＞0

　一方，各国の援助行動がリンダール均衡に従

っているとした場合，推定に用いるモデルは次

の通りである．

　　　1n　DAG＝ナfO十γゴ11n　GNP鉱

　　　　　　　　　十γ∫2層五nSHAREκ

　　　　　　　　　十γf31n　LDC訟十εLκ　　（7）

ここで，SHAREfオは各国の援助額全体に占め

るゴ国の援助の割合銑ノDAC診である．

　リンダール均衡に従っている場合，援助は純

粋公共財あるいは不完全な公共財のいずれであ

っても同じ変数に依存するため，（7）式から援

助が純粋公共財か不完全な公共財かを区別する

ことは出来ないことに注意しよう．

　DAC加盟国の援助決定のメカニズムは，各

国の援助供給関数からなる同時方程式体系にお

いて，外生的に与えられ，たGNPffσ一1，…，

15），LDC，のもとで，各国の援助額コじゴ，が決ま

るという形で定式化される．従って，推定式の

説明変数のうち（6）式ではFULLINC∫♂と’

SPILLゴ‘が，（7）式ではSHAREゴ彦が誤差項と

独立ではない．そこで通常の最小2乗法
（OLS）ではバイアスが生じてしまう．しかし，

定数項，各国のGNP，　LDCを操作変数とする2

段階最小2乗法（2SLS）によって，βf，γ，の一致

推定量を得ることができる8｝．

　誤差項に系列相関が見られる場合には，

Sandler・Murdochに準ずることにする．すな

わち，ナッシュ・クールノーモデルの場合を例

にすれば，誤差項ε㌦に関して1次の系列相関，

　　　　　ε㌦＝〆f♂f診一1十レ㌦

を仮定し（ただしソ㌦はホワイ・トノイズとす

る），2SLSの残差系列を用いてρ聾を推定す

る．

　　　　ρ〃ゴ＝Σε㌦ε㌦一、／Σ（ε㌦一1）2

推定されたρ馬を用いて，援助供給関数の推定

式の誤差項がレ㌦になるようにデータを変換

し，それに対して2SLSで推定を行う．なお，

操作変数に関してはデータの変換は行わない．

この操作により，誤差項に系列相関がある場合

のサンプル期間は1971年から1989年になる．

　最後に，先進国の援助行動がナッシュ・クー

ルノー，リンダールのいずれに従っているのか

をテストするために，“Jテスト”を行う．Jテ
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表2　発展途上国への資金の流れ，1960－87

5

10億米ドル（1983年間基準年とする実質値） 旧居均成長率（％）

1960－61　　　1970　　　　1975　　　1980　　　　1987　　　1960－86　　　1970－80　　　1980－87

1。政府開発金融（ODF）

　A．政府開発援助

　　1．2国間ODA

　　　DAC
　　　OPEC
　　　その他a

　　2，多国間ODA

　　　IDA
　　　UN
　　　EEC
　　　その他
　B．多国間非援助資金

　　　世銀
　　　地域開発銀行

　　　その他
II，民間贈与

III．輸出信用

IV．民間直接投資

V，民間貸付け

VI．その他

VII．全資金フロー（1からVIまでの和）

20．3

19．5

18。6

15．9

2．7

0．9

0．8

4．8

6．5

2．2

0．7

34．8

0
2
4
8
0
5
8
6
3
5
4
9
5
3
1
3
0
7
6
5
1
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8．3

一4，1

　1．6

　4．6

　8．2

　2．7

5．4　　　　0．6

5．0　　　　0．4

4．0　　　　0．2

1．4　　　　4．5

23．4　　　　－15．6

α3　　　　0．4

10．1　　　　0．8

8．8　　　　9．8

5．9　　　　1．2

6．3　　　　3．8

20．5　　　　－10．5

9．4　　　　5．2

　7．1　　　　2．2

13．3　　　　6．5

2L5　　　　－11．4

－0．4　　　　3．0

　6．1　　　　－37．0

　0．2　　　　6．5

18．6　　　　－29，2

13．7　　　　　－2．6

　8．3　　　－7．5

原資料：　OECD，加紹妙摺θπ’Oo・ρρθ廻あ。η各号．

　a．Council　for　Mutua且Economic　Assistance等，東側による援助が中心．

出所：　Krueger他（1989）．

ストの手順は次の通りである9）．まず，（6），（7）

、式の推定結果から，ナッシュ・クールノー均衡

とリンダール均衡のそれぞれ，の場合のln　DAC．

の推定値を求め，X㌦，　X㌔とする．次に，各

国について（6）式の定式化にX㌔を組み合わせ

たモデルと，（7）式の定式化にX㌦を組み合わ

せたモデルを想定し，2SLSでそれぞれ推定を

行う．ここからX㌦の係数αしとX㌦の係数

♂が得られ，これらに対して≠検定を行う．

　仮に先進国の援助行動がナッシュ・クールノ

ー均衡に従っているとすれば，ゴはぜロにな

る（仮説1）．

　　　　　　　　　　珊：αL＝0

　　　　　　　　　　泓：〆＋0

　一方，仮に先進国の援助行動がリンダール均

衡た従っているとすれば，αNはゼロになる（仮

説2）．

　　　　　　　　　　島：♂ニ0

　　　　　　　　　　私：α”≠0

　データ

　使用したデータについて説明しておこう．

DAC加盟国のODA，グラント・エレメント，

GNPのデータについては，　OECDの1）6％彪ρ一

卿θ蛎Co一ρ勿解あ。η，の各年号に掲載されている

ものを用いた．これらはすべてドルに換算され

ている．なお，ODAについては支出ベースの

データを用いたが，グラント・エレメントにつ

いてはすべての期間にわたって支出ベースのデ

ータを得ること牟できなかったので，コミット

メントベースのデータを用いた．しかし，支出

ベースとコミットメントベー． Xの両方のデータ

が得られる時点で比較すると両者にあまり大き

く違わないので，このことはさほど大きな問題

とはならないであろう．途上国の1人当たり

GNPのデータについては，　D6”θZρρ〃z6窺　Co一

ψθ勉励η，からすべての期間の値を得ることが

できなかったので，世界銀行（World　Bank）の

Wb7」4距う陀s　1991，から低・中所得国（low＆

middle・income　economies）の1人当りGNP

（ドル建て）を用いることにした．アメリカの

GNPデフレータ（1985年基準）はIMF（Inter－

11ational　Monetary　Fund’s）の動彪物α吻％」
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図lDAC加盟国のODAシェア
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図2－30DAの対GNP比（その3）
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躍η伽磁1繍z漉漉s，より用いた．全てのデー

タは1985年のドルに換算されている．

　最後に，このように定義された援助データを

実証分析に用いることにはいくつか問題が残る

ことを確認しておこう．

　第1に，先進国から途上国への援助はDAC

加盟国によるODAだけではない．政府レベル

においてもODAの他にグラント・エレメント

がさらに低い援助00F（other　omcial　flows）が

ある．また，表2にみられるように，東側諸国，

OPEC諸国，民間慈善団体等も援助を行ってい

る．しかし，これらの援助についてはグラン

ト・エレメントについて統一した定義にもとづ

く統計がなく，各国間の比較等が困難なため無

視した．

　第2に，食料援助については先進国内の高い

農産物価格のため過大評価されている可能性が

高い．同様の理由でタイド援助についても過大

評価されているものと思われる．

　第3に，援助のタイミングについてはコミッ

トメントベースでなく支出ベースのデータを使

用した．これは国民の最適消費行動の視点から

みると，意思決定の時点と援助支出のタイミン

グは必ずしも一致していないため，問題が残る

かもしれ．ない．

　第4に，援助データとしては2国間援助支出
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と多国間援助支出の和を使用した．しかし，2

国間援助と多国間援助とではその決定メカニズ

ムは基本的に異なっているかも知れない．なお，「

1989年におけるDAC加盟国援助のうち，多国

間援助は全体の約27％であった．

　実証結果

　まず，（6）式のナッシュ・クールノー型援助

供給関数に対して．2SLSで推定を行ったところ，

誤差項の系列相関の有無についてはどちらとも

言えない国が多かった．そこで，誤差項に系列

相関があるものとして2SLSで推定を行った．

推定結果は両者ともほとんど違わなかったので，

以下では系列相関があるとした場合の結果につ

いて報告する．

　推定結果は表3に示されている．FULLINC

の係数βご、については，入イス，オーストリア

を除くすべての国で正であり，しかもそのうち

でノルウェー以外の国は0．05以上の有意水準

で有意である．推定式が対数線形式なので，推

定された係数は弾力性を表している．各国の

βf、を比較してみると，援助シェアが高い国ほ

ど援助の所得弾力性は高いようである．

　SPILLの係数βε2については，すべての国

において正でかつ0．01の有意水準で有意であ

る10）．これは，援助が完全な公共財であるとの

仮説は棄却され，先進国にとって途上国への援

助は不完全な公共財であることを意味する．各

国のβゴ2を比較してみると，アメリカだけが他

国と違った援助行動をしているように推測され

る．その他の国々の行動にはあまり差が見られ

ない．この結果はSandler　and　Murdochによ

るNATOの軍事支出の研究とほぼ同様なもの

である．

　LDCの係数βf3．については，カナダ，デンマ

ーク，イタリア，スイスの国々で負であるが，

そのうちで有意（有意水準0．05）なのはスイスだ

けである．その他の国では係数は正であり，そ

のうちベルギー，ドイツ，オランダ，スウェー

デン，イギリスでは0．01の有意水準で有意であ・

る．また，LDCとして途上国と先進国（OECD

諸国）の1人当たりGNPの比を用いても’ ﾇ好
な結果は得られなかった．従って，各国は途上

衷3　ナッシュ・クールノー型援助供給関数の推定

属 β、　　β2　　β3 ρ

オーストラリア　　0．116　0．0240．962　0．004
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほほ
オーストリア　　一0．032　－0．0061．008　0．005
　　　　　　　　　　　のの　　　　　　のの　　　　　　　　すネ
ベルギー　　　　一〇．033　0．022　0．971　0．013
　　　　　　　　　　　ゆウ　　　　　ゆネカナダ　　　　　一0．103　　0．058　0．947　－0．001
　　　　　　　　む　　　　　　　　ぷの　　　　　りほ
デンマーク　　　　一0．182　　0．016　1．000　－0．001
　　　　　　　ゆほ　　　　　　　　　　　　　　　ネゆ
フランス　　　　一0．307　　0．075　0．942　　0。000

　　　　　　　ほぶ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほほ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ドイツ　　　　　　一0。584　　0．054　0。949　　0，075

　　　　　　　ネほ　　　　　　　　らゆ　　　　　　ホの
イタリア　　　一0346　0．0700．987－0．296
　　　　　　　ネ　　　　　　　　ゆゆ　　　　　のゆ
日本　　　　　一〇．509　0．1340．925　0．004
　　　　　　　ゆび　　　　　　　　　ゆの　　　　　　ぴさ　　　　　　　　　ほ　

オランダ　　　一0．511　0．0260．994　0．045
　　　　　　　ゆの　　　　　　　　　　　　　　　ゆぼ
ノノレウェー　　　　一〇．082　　0．O11　1．003　　．0．007
　　　　　　　のの　　　　　　　　　ゆゆ　　　　　　　　　　　　　　　　　やゆ
スウェーデン　　　一0．251　　0．040　0．974　　0．032
　　　　　　　のほ　　　　　　　　　　　　　　　ゆゆ　　　　　　　　　の

スイス　　　　一0，073－0．0021．013－0．004
　　　　　　　　　　　　　　　　ゆほ　　　　　ウゆ　　　　　　　　のの

イギリス　　　一0．268　0，0720．906　0．054
　　　　　　　　　　　のゆ　　　　　ゆゆ
アメリカ　　　　一1．136　　0．334　0．592　　0．016

一〇．17

0。18

－0。09

0．23

－0．17

－0．13

0．04

0．37

0．52

一〇．01

0．54

0．33

0．00

0．03

一〇．46

注：　推定は2段階最小2乗法で行い，操作変数には定数項，15ケ

　国のGNP，開発途上国の1人当りGNPを用いた．
　　誤差項に1次の系列相関ρを仮定し，ρは系列相関がないと

　仮定して行った2段階最小2乗法の残差より求めた．

　　推定期間は1971年から1989年．

　　＊印は有意水準0．05で有意．

　　＊＊印は有意水準0．01で有意．

国の1人たりGNPを目標として援助を行って

いるとは必ずしも言えないようである．

　次に，（7）式のリンダール型援助供給関数に

ついて推定を行った．（6）式の推定と同様に，

誤差項に系列相関があるものとして推定を行っ

た．

　推定結果は表4に示されている．GNPの係

数アaについては，すべての国において正でか

つ0．01の有意水準で有意である．カナダの係

数だけが1を上回っているが，他の国の係数は

1以下である．

　SHAREの係数アf2については，・15ケ国中11

ケ国で理論モデルが予想するように負であった．

そのうちオーストラリア，ベルギー，カナダ，

フランス，ドイツ，スウェーデン，イギリス，

アメリカでは0．01の有意水準で有意である．

オーストリア，イタリア，ノルウェー，スイス

では正であったが，そのうち有意（有意水準0．

01）であったのはスイスだけであった．

　LDCめ係数アf3については，オーストリア，

オランダ，ノルウェーの国々で負であるが，そ

のうちで有意（有意水準0．05）なのはノルウェー

だけである．その他の国では係数は正であり，
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表4リンダール型援助供給関数の推定　　　　　　として，たとえば次のような決定メカニズムが

γo γ1 γ2 γ3 ρ

オーストラリア

オーストリア

ベルギ一

飯ナダ

デンマーク

フランス

ドイツ

イタリア

日本

オランダ

ノルウェー

スウェーデン

スイス

イギリス

アメリカ

一1．687　　0．736　　－0．551

　　　　ゆの1．096　　0．678　　　0．048

　きホ　　　　　ネゆ　　　　　　　　ゆゆ

一4．302　　0，637　　－0，780
　のホ　　　　　　ネゆ　　　　　　　　ホゆ

一7．891　　1．201　　－0．679

0．264　　0．718　　－0．034
　　の　　　　　　ほネ　　　　　　　　のの

一2．175　　0．909　　－0．952
　　ホ　　　　　ほゆ　　　　　　　　のゆ

一5．058　　0．845　　－0．967

　　　　ゆの一1．521　　0．625　　　0．023

　　　　　サー0．455　　0．593　　－0．045

　　　　ホ　0．614　　0．539　　－0．134

　　　　ほウ3．856　　0．885　　　0．165

　　　　　　　　　　　　　　ゆゆ
一1．220　　0．825　　－0．662
　　サ　　　　　な　　　　　　　　　きゆ

3．640　　0．532　　　0．319
　のゆ　　　　　サゆ　　　　　　　　ぼの

一3．023　　0．804　　－0，419
　ゆゆ　　　　　ゆの　　　　　　　　ゆゆ

一9．615　　0．967　　－0．418

0．119

一〇．067

　ゆゆ0。573

0．106

0．230

0．072

　　　0．770

　ゆほ0．527

　ゆネ0．329

一〇．124

　　ゆ一〇．479

0．322

0，108

　　　0．359

0．285

一〇．22

0．66

－0．07

－0．02

0。50

0。49

0．41

－0．15

一α02

0．86

0．10

0．67

0、23

0．22

－0．42

注；　推定は2段階最小2乗法で行い，操作変数には定数項，15ケ

　国のGNP，開発途上国の1人当りGNPを用いた．
　　誤差項に1次の系列相関ρを仮定し，ρは系列相関がないと

　仮定して行った2段階最小2乗法の残差より求めた．

　　推定期間は1971年から1989年．

　　＊印は有意水準0．05で有意．

　　＊＊印は有意水準0，01で有意．

そのうち半数の国（ベルギー，ドイツ，イタリ

ア，日本，イギリス，アメリカ）で有意である．

（6）式の推定と同様に，LDCとして途上国と先

進国（OECD諸国）の1人当たりGNPの比を用

いても良好な結果は得られなかった．

　Jテストの結果は表5に示されている．0．05

の有意水準の下では，分析の対象とした15ケ

国中12ケ国で．両仮説は棄却される．しかし，

オーストリア，デンマーク，オランダでは，リ

ンダールモデルは棄却されるがナッシュ・クー

ノレノーモデルは棄却されない．さらに有意水準

を0．01にすると，イタリア，日本，スウェーデ

ンにおいてもりンダールモデルは棄却されるが

ナッシ三・クールノーモデルは棄却されないこ

とになる．ただレ，オランダは0．01の有意水準

の下では両仮説が棄却されなくなってしまう．

　多くの国において両仮説が棄却されたため，

本稿からは，DAC加盟国の援助行動がナッシ

ュ・クールノーやリンダール以外のメカニズム

に従っている可能性を否定できない．しかし2

つの均衡のうちでは，リンダール均衡に比べナ

ッシュ・クールノー均衡の方がもっともらしい

仮説といえよう．なお両仮説にかわりうる仮説

考えられる．すなわち，多国間援助については

世銀等を通じて協調が行われるためリンダール

均衡として支出が決まり，2国間援助について

はナッシュ・クールノー均衡として支出が決ま

るというメカニズムである．これら代替的なメ

カニズムの検討については今後の課題としたい．

3．効用関数を特定化したモデル

　第2節では，先進国の援助供給メカニズムと

しては，リンダール仮説より，ナッシュ・クー

ルノー仮説の方が，実際のデータへの適合度が

高いことがわかった．しかし，そこでのモデル

では効用関数が特定化されていなかったため，

推定されたパラメータから先進国の援助がどの

程度私的利益を追求しているのかという点につ

いては十分に分析することができなかった．そ

こで本節では効用関数を特定化し，各国が援助

の際に追求する私的利益の程度を明らかにする．

　モデル

　各国の効用関数として次のようなコブ・ダグ

ラス型効用関数を考える．ただし，不完全な公

共財からの効用についてはIhori（1991）にほぼ

準ずることにする11）．

　　　鵯予び一［δ3f置ゴ十（1一δ3げ）・

　　　　　　　　｛れΣ紛＋δ2fα’＝1｝r儲枷（8）

ただし次の制約に従う．

　　　　　〃f＝銑十〇‘

　前節と同様に，＼Σコじ5＋銑＝Xゴの関係を用い
　　　　　　　　ゴキゴ
ると，最適化問題は次のように書き改められる．

　　　maxぴ＝［Xl・一δ，、Xゴ＋（1一δ3∫）・

　　　警：善

　　　　　　　　δ2ゴα］δ1fo～一δ1ゴ　　　　　　　　　　（9）

ただし次の制約に従う．

　　　　　　　鮎十XF　XI・十〇∫

Xゼは他国の援助（ゴ国以外の国の援助の合計）

Σ紛を表している．
’串ゼ

　　　　　　　　Xf＝Σ妨
　　　　　　　　　　　’≠ぎ

　最適化問題を解くと，援助についての供給関
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表5　ナッシュ・クールノー型援助供給関数とりンダール型援助供給関数の比較

ナッシュ。クールノー仮説 リンダール仮説

αL ’値 結論 ακ ’値 結論

オーストラリア 一〇．060 一9．64 棄却 1，099 24．49 棄却

オーストリア 0，005 0．74 棄却できず 0，241 3．75 棄却

ベルギー 一〇．031 一12．95 棄却 1，068 34．14 棄却

カナダ 一〇．070 一10．13 棄却 LO45 167．73 棄却

デンマーク 0，008 1．05 棄却できず 0，455 9．15 棄却

フランス 一〇．142 一5．02 棄却 0，386 11．51 棄却

ドイツ 一〇．110 一6．68 棄却 0，539 8．87 棄却

イタリア 0，088 2．50 棄却（できず） 0，937 16．05 棄却

日本 0，094 2．17 棄却（できず） 1，070 30．33 棄却

オランダ 0，009 0．54 棄却できず 0ユ40 2．18 棄却（できず）

ノルウェー 0，011 2．67 棄却 0，928 28．20 棄却

スウェーデン 一〇．028 一2．03 棄却（できず） 0，218 3．05 棄却

スイス 0，021 8．58 棄却 0，773 12．00 棄却

イギリス 一〇．183 一9．48 棄却 0，874 9．49 棄却

アメリカ 一〇．898 一4．16 棄却 1，067 4．19 棄却

注：　有意水準0．05＝1．960．

　　有意水準0，01＝2．576．

　　結論は有意水準0．05の下での結果である．さらに（

　ある．

）内は有意水準0．01の下での結果で

数

　　　）6＝δlf〃f十｛δ1汁（1一δ1f）δ3ガ｝Xご

　　　　　　一（1一δ、ご）（1一δ3ゴ）δ2ゴα

が導出され，る．

　実証手順

（10）

　推定式には，上の援助供給関数の両辺を齢

で割って次の方程式を用いる．

　　　（DAC忽）f＝δ1f十｛δ1汁（1一δ1ゴ）・

　　　　　　　　　　δ3∫｝（SPILLんげ）‘

’　　　　　　　　　一（1一δ1ゴ）（1一δ3f）・

　　　　　　　　　　δをゴ（LDCかげ）‘

　　　　　　　　　　十εf‘　　　　　　　　（11）

ただし，各変数の定義は第2節と同じである．

　第2節と同様に説明変数の（SPILL忽）‘は

内生変数なので，定数項，（〃，似）ご（ただしノ≠

の，（LDCルf）‘を操作変数と．して非線形2段階

最小2乗法で推定を行うことにより，それぞれ

のパラメータの一致推定量と標準偏差が得られ

る．これを用いてγfの信頼区間を求めること

ができる．

　誤差項に系列相関がみられ，る場合は，第2節

と同じ方法で処理することにする．

　実証結果

　多くの国で誤差項に系列相関がみられ’たので，

第2節で説明した方法で系列相関を修正したう

えで2SLSを推定に用いた．推定結果は表6に

示されている．

　δhは各国にとっての援助の相対的重要性を

表すパラメータである．δレはオーストリアを

除くすべての国で正であり，そのうちでイタリ

ア以外の国々は0．05以上の有意水準で有意で

ある．各国のパラメータを比較すると，北欧諸

国（スウェーデン，ノルウェー，デンマーク），

ベルギー，オランダ，カナダの国々は，他の国

に比べてその値が大きく，援助の重要性が高い

ことが推測される12）．

　δ2‘は各国が援助を決める際に途上国の1人

当たりGNPをどの程度考慮にいれているのか

を表すパラメータである．δ2fは5ケ国におい

て正であるが，そのすべての国で有意でない．

δ2fが負となる10ケ国についても，0．05以上の

有意水準で有意なのはベルギー，デンマーク，

オランダ，スイス，アメリカの5ケ国だけであ

る．また，その値に関しても非常に大きなぱら

つきがみられる．このように本節からも先進国

に援助に際して途上国の1人当たりGNPをほ

とんど考慮していない可能性が高いことが再び

示された．したがって，LDCとしてはより望
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表6　コブ・ダグラス型効用関数のもとでの援助供給

　　　　　　　関数の推定

　　　　　　　δ1　　　　δ2　　　δ3　　　ρ

オーストラリア

オーストリア

ベルギー

カナダ

デンマーク

フフンス

ドイツ

イタリア

日本

オランダ

ノルウェー

スウェーデン

スイス

イギリス

アメリカ

0．003　　－98．513　　　0．994　　－0。16

　　　　　　　　ゆの一〇，002　　　　　0．391　　　1．011　　　　0．41

　ほゆ　　　　　　　　　ゆゆ　　　　　　　ゆゆ
0．004　　　－68．515　　　0．995　　　　0．16

　ホゆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0．004　　　－14．734　　　LO11　　　　0．38
　ゆの　　　　　　　　　ネ　　　　　　　　ゆゆ

0．005　　－23．433　　　1．017　　　　0．55
　ほほ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ

0．003　　　－5．419　　　1．104　　　　0．06

　さゆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　タゆ

0．002　　　　13．200　　　1．043　　　　0．51

　　　　　　　　のほ0．003　　2780．500　　　1．000　　　　0．36
　のホ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆゆ

0．003　　　　37，590　　　0．983　　　　0．63

　ゆゆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆゆ

0．006　　　－3．639　　　1．019　　　　0。77

　ほの　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆホ
0．006　　　　－9．582　　　1．013　　　　0．82

　サ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ

0．007　　　　16．918　　　1．006　　　　0，67

　　　　　のほ　　　　　　　ゆゆ
0．000　　－18．831　　　1．018　　　　0．41

　ゆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆゆ
0．003　　　－38．885　　　0．975　　　　0．34

　ゆゆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　タゆ

0．003　　－12．127　　　0．828　　－0．64

注：　推定ほ非線形2段階最小2乗法で行い，操作変数とし

　て定数項，他国のGNP／自国のGNP，開発途上国の1

　人当りGNP／自国のGNPを用いた．
　　誤差項に1次の系列相関ρを仮定し，ρは系列相関が

　ないと仮定した場合の2段階最小2乗法の残差を用い

　て求めた。

　　推定期間は1971年から1989年．

　　＊印は有意水準0．05で有意．

　　＊＊印は有意水準0．01で有意．

ましい指標を捜すことが今後の課題であろう．

　δ3fは各国が援助においてどの程度私的利益

を追求してきたか（impurenessの程度）を表す

パラメータである．δ3fはすべての国で正であ

り，しかも0．01の有意水準で有意である．従っ

て効用関数を特定化したモデルからも，援助が

不完全な公共財であることが示される．しかも

不完全性の度合いはほとんどすべての国で非常

』に高い．このことは，各国は他国の援助Σ紛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　ゆ
からほとんど効用を得ていないことを意味して

いる．ただしアメリカだけが唯一の例外である

ように見える．それではアメリカの援助行動は

他の国々のそれ，と本当に違うのだろうか．この

点をさらに詳しくみるために，歯に関して信

頼区間を求めることにする．

　表7はδ3ガの95％の信頼区間を示している．

信頼区間はパラメータの真の値がある確率のも

とでその中に含まれると期待され，る区間を示し

ているので，この表から次のことが読み取れる．

アメリカのδ3ゴは95％の確率でイタリアと日

本を除くすべての国のそれより小さい．イタリ

アと日本の信頼区間が広いのは，δ3ごの分散が

大きいためである．また，フランスのδ3∫は95

％の確率でドイツ，イタリア，日本を除くすべ

ての国の値より大きい．さらにベルギーは，

δ3ゴの分散が小さく信頼区間が狭いことから，

95％の確率でオーストリア，デンマーク，フラ

ンス，ノルウェー，スイスの値より小さい13｝．

従って，信頼区間の比較から，各国のimpure・

nessの程度に関して次のような結論が得られ

るだろう．アメリカはδ3，の値が小さいことか

ら，援助に際して自国の利益を追求する度合い

は他の国々と比較して少ないと言える．また，

フランスは図1からも明らかなように先進国の

援助のうちの大きなシェアを占めているが，他

の国々と比較して，より自国の利益を追求した

援助行動をとっているようである．ベルギーも

他のヨーロッパの国々に比べて自国の利益を追

求する度合いは少ないようである．それ以外の

国々の援助行動にはあまり差がみられなかった．

　このようなアメリカの特殊性については，次

の2つの解釈が可能であろう．

　1つは，第2次大戦後アメリカが西側諸国の

リーダーとして他国とは異なった行動様式をと

ってきたという解釈である．第2次大戦後，ア

メリカはその圧倒的な経済・軍事力を背景に，

西側諸国のリーダー，いわゆる「覇権国」とし

て国際秩序の安定のための国際援助・軍事面で

の負担を積極的に負ってきた．ただし，他の先

進国の経済発展やベトナム戦争への介入に伴っ

てアメリカの相対的地位が低下したことにより，

アメリカはそのような負担を徐々に他の先進国

に肩代りさせるよう政策を変更してきている14）．

しかし，アメリカの援助支出は初めから純粋公

共財的側面が強かったため，純粋公共財的側面

のウェイトを低下させるように政策が変更され

てきているとはいえ，他の先進国に比べれば依

然としてそのウェイトは高いと考えられる．

　一方，次のような解釈も有り得る．アメリカ

は途上国への兵器輸出等，援助以外の様々な手

段によって途上国への影響力を維持することが

可能である．また，アメリカの輸入資源への依

存度は近年高まっているとはいえ，． 坙{や西欧
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下限

信頼区間

上限

オーストラリア

オーストリア

ベルギー

カナダ

デンマーク

フフンス

ドイツ

イタリア

日本

オランダ

ノルウェー

スウェーデン

スイス

イギリス

アメリカ

0．98030

1．00135

0．99050

0．99106

1．00835

1．07189

0．99342

0．85695

0．85318

0．98940

1．00492

0．98065

1．01008

0．92268

0．76483

0．9942

1．0108

0．99525

1．0107

　1．017

1．1038

1．0428

0．99998

0．98348

1．0194

1．013

1．0064

1．0182

0．97482

0．82775

1．00810

1．02025

1．00000

1．03034

1．02565

1．13571

1．09218

1．14301

1．11378

1。04940

1．02108

1．03215

1．02632

1．02696

0．89067

に比べて概して低い．このためアメリカはその

他のDAC加盟国に比べ，援助により私的利益

を受ける度合いが低いのかもしれない．この解

釈に従えば，今後アメリカ以外の国が私的利益

を追求して援助を増やしていくにつれて，アメ

リカだけは援助を減らしてフリーライダー化し

ていく可能性があることになる．

　どちらの解釈が正しいかは，援助の内容や援

助相手国等の他のデータを検討することにより，

今後答えることができるかもしれない．

　またフランスの場合は，援助政策に関する

「ジャヌネイ報告」や「アブラン報告」に述べら

れているように，フランスの文化と思想の普及

を援助目的とし，フラン圏に集中して援助が行

われているという事実がある．本稿の結論は先

進国の援助行動のこのような特徴を，公共財め

理論に基づいた枠組みの中で実証的に明らかに

した点で興味深いものといえよデ5）．

4．おわりに

　本稿では，公共財の理論にもとづいて，DAC

加盟国の援助がどのようなメカニズムで行われ，

どの程度私的な利益を追求して行われてきたか

という点について実証分析を行った．本稿から

得られた結論をまとめると次のようになる．

　先進国の援助供給メカニズムが，ナッシュ・

クールノーとリンダールのいずれのメカニズム

に従っているのかをテストしたところ，ナッシ

ュ・クールノー均衡に従っている可能性が高い

ことがわかった．しかし，データ上の問題もあ

って，この2つ以外のメカニズムに従っている

可能性を否定することはできない．

　先進国の援助行動がナッシュ・クールノー均

衡に従っているとした場合，援助が純粋公共財

であるという仮説はすべての国において棄却さ

れ’る．従って，先進国の援助はある程度私的な

利益の追求のために行われていると言える．

　援助による私的利益追求の度合いを表すパラ

メータの推定値を比較したところ，ほとんどす

べての国において私的利益追求の度合いは高い

が，アメリカだけは他国とは違った援助行動を

行っている可能性が高いことがわかった．これ

もSandler　and　Murdochによる研究と同様な

結果である．また，フランスは他の先進国に比

べて不完全性の度合いが高く，自国の利益のた

めに援助を行っている度合いが高いようである．

　援助と途上国の1人当たりGNPとの関係を

表すパラメータの推計値は符号条件を満たさな

い国が多く，また有意な国も少ない．従って，

先進国が途上国の1人当たりGNPを目標とし

て援助を行っている可能性は低いように思われ

る．

　最後に今後に残された課題について，いくつ

かの点を指摘しておきたい．本稿ではデータの

入手上の問題から推定期間を1970年以降に限

定せざるをえなかった．この点はより十分なデ

ータソースを用いることによって推定期間を

1970年以前にまで拡張する必要があるだろう．

　実証分析に際しては，毎期毎期均衡が達成さ

れていることが暗黙のうちに仮定されていたの

で，時間を通じた援助支出調整等の動学的問題

は考慮されなかった．この点はタイムラグ等を

考慮に入れることによって分析が可能かもしれ

ない．

　援助のデータとしては，第2節で述べたよう

に，ODAの2国間援助と多国間援助の和を用

いた．しかし，2国間援助と多国間援助では異

なった行動様式がとられている可能性が高く，

この点は援助供給メカニズムをテストする上で
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大きな問題となる．従って，その点については

チェックを行う．必要があるだろう．また，DAC

加盟国のODA以外の援助やDAC加盟国以外
の国の援助なども考慮にいれる必要があるかも

しれない．

　また本稿では各国間の援助行動の違いを分析

の対象としたが，より細かく整備され’たデータ

を用いることによって，ある国の援助相手国の

決定問題にこの分析を応用することができるか

もしれない．

　　　　（日本学術振興会・一橋大学経済研究所）

注

　＊　本稿の作成にあたって，石川経夫（東京大学），

岩本康志（京都大学），大山道広（慶鷹義塾大学），須田

美矢子（学習院大学），Robert　Dekle（ボストン大学），

浜田宏一（Yale大学）の各氏と，東京経済研究センタ

ーと一橋大学経済研究所における研究会出席者の方々

から，有益なコメントを頂いたことに感謝する．

　1）Islam（1991）によれば，1989年における日本の

国防支出と援助のGNP比は1．0％と0．3％であった
のに対し，アメリカのそれは5．8％と0．1％であった
という．

　2）　日本の国防負担については，Dekle（1989）を参

照せよ．

　3）援助問題全体のサーベイとしては，Krueger他
（1989）が有益である．援助の倫理的側面については，

Ridde11（1987）が興味深い．不完全な国際公共財につ

いての研究としては，Sandler　and　Murdoch（1990），

Ihori（1991）を参照せよ．

　4）01son　and　Montmarquette（1981），　Sandler

and　Murdoch（1990），Weber　and　Wiesmeth（1991）等

がある．

　5）　日本の援助の重商主義的側面と最近の変化につ

いては，Yanagihara　and　Emig（1991）が興味深い．ま

た，援助相手国の決定要因についての実証分析として

は，Cline　and　Sargen（1975），Dudley　and　Montmar－

quette（1976），寺西（1983），Behrman　and　Sah（1984），

岡本・横田（1992）等がある．岡本・横田によれば，日

本の2国間援助（ODA総額）の国別配分比率の決定因

としては，輸出市場確保，人道主義，人口規模が重要

であるとしている．援助の公共財としての側面につい

ては，1国内での慈善事業と公的再分配の補完的関係

をRoberts（1984）が分析している．

　6）　このような状況では，一定の条件の下で，ナッ

シュ・クールノー均衡における各国の消費額（c且，c2，

…，o。）と先進国全体の援助総額Xは，仮に各国間で

所得の再分配が行われても変化しない．これはWarr

の“neutrality　theorem”として知られている．この

定理について詳しくは，Warr（1983），　Bemheim
（1986），Ihori（1991）を参照せよ．
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　7）　リンダール均衡はパレート効率的となることが

よく知られている．

　すなわち，（4）式の効用関数がθfXゴに依存しない純

粋公共財の場合，1階の条件より，

　　　　　　　　MRSκ～＝θゴ
　　　　　　　カとなる．さらにΣθ戸1の条件より，
　　　　　　　f宅1羅
　　　　　　　　ΣMRSκ～＝1
　　　　　　　　’＝且
を得る．これは公共財のパレート効率性の条件に他な

らない．詳しくは，例えば奥野・鈴村（1988）を参照せ

よ．

　8）．詳しくは，たとえばJudge　et　aL（1988），pp．640

－47を参照せよ．

　9）詳しくは，Mackinnon　et　a1．（1983）を参照せよ．

Jテストは非入れ子型（non・nested）モデルの選択に関

する検定方法の1つである．この点について詳しくは

吉田（1991）等を参照せよ．

10）Sandler・Murd6chも指摘しているように，βf2

の標準偏差はかなり小さくなる．

11）　ただし，ここでは自国以外の国の公共財支出を

Σ妨としてひとまとめにしてあつかっているが，
i論ri（1991）では各国からの外部効果の違いを考慮し

て，各国の公共財支出が別々に効用関数に入っている

点がわれわれと異なる．

12）　厳密には，信頼区間を用いてテストする必要が

あるだろう．

13）信頼区間を90％にすると，これにドイツが加
わる．

14）　アメリカの援助政策の変遷については，川口
（1980）を参照せよ．

15）　各国の援助目的と政策については，外務省経済

協力局（1981），日本経済調査協議会（1981），松井
（1979，83）等を参照せよ．
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